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令和６年１１月７日

南あわじ翻す『 鰯
．

管理者

記

１

　

期

　

′

　

日

　　

令和６年１１月１９日

　

秋）．午前９時

　　

２

　

場

　　

所

　

、 南あわじ市役所

　

本館４料齢議場



現在

令和６年第４回南あわじ市・洲本市小中学校組合議会定例会付議事件一覧

令和6年11月7日

番　号 件　　　　　　　名

認定 1 令和５年度南あわじ市・洲本市小中学校組合一般会計歳入歳出決算の認定につ
いて



令和６年１１月１９日（火）
午前９時　開議　

日程第１

日程第２

日程第３

日程第４ 認定第１号

日程第５ 一般質問

令和６年第４回南あわじ市・洲本市小中学校組合議会定例会議事日程（第１号）

会議録署名議員の指名

会期の決定

令和５年度南あわじ市・洲本市小中学校組合一般会計歳入
歳出決算の認定について

諸般の報告



定 例 会

１ 南あわじ市・洲本市小中学校組合議会視察（学校訪問）

派 遣 場 所 広田小学校

期 間 令和６年１１月１８日

派 遣 議 員 全議員

議　員　派　遣　報　告　書

の規定による議員派遣について、次のとおり報告します。

(1)

(2)

(3)

　第３回臨時会より本日までの地方自治法第１００条第１３項及び会議規則第２条

令和６年１１月１９日



認定第１号 

 

令和５年度南あわじ市・洲本市小中学校組合一般会計歳入歳出 

決算の認定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、

令和５年度南あわじ市・洲本市小中学校組合一般会計歳入歳出決算を、別  

紙監査委員の意見をつけて、議会の認定に付する。 

 

 令和６年１１月１９日提出 

 

南あわじ市・洲本市小中学校組合 

管理者 守 本 憲 弘 

 



 

令和６年１０月７日 

 

 

南あわじ市・洲本市小中学校組合 

管理者 守 本 憲 弘  様 

 

 

               監査委員  四 宮 章 博 

 

               監査委員  原 田 ひとみ 

 

 

令和５年度南あわじ市・洲本市小中学校組合 

一般会計歳入歳出決算審査意見書 

 

令和５年度南あわじ市・洲本市小中学校組合一般会計歳入歳出決算について、

下記のとおり提出する。 

 

記 

 

１．審査の対象 

  令和５年度南あわじ市・洲本市小中学校組合一般会計歳入歳出決算 

    歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書、 

財産に関する調書及びこれらに係る証書類 

 

２．審査年月日 

  令和６年１０月７日 

 

３．審査の場所 

  南あわじ市役所 第２別館第５会議室 

 

 



 

４．審査の方法 

  審査にあたっては、地方自治法の定めにより管理者から提出された一般会

計歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関す

る調書について関係法令に準拠して作成されているか、また会計管理者及び

関係課が所管する証書類との照合点検並びに所要の事情聴取等を行い、計数

の正確性とともに予算の執行状況等について、適正かつ効率的になされてい

るかを主眼におき、審査した。 

 

５．審査の結果 

令和５年度南あわじ市・洲本市小中学校組合一般会計歳入歳出決算書、同

事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書等は、いずれも

関係法令に準拠して作成されており、決算計数もそれぞれの関係諸帳簿及び

証書類を照合した結果、正確であり、予算の執行状況についてもおおむね適

正であると認められた。 

  なお、審査の留意事項について記述し、審査の意見とする。 

 

６．審査意見 

本組合は設立から６０年以上の歴史を経て今に至るが、社会情勢の変化に

伴い、少子化による児童生徒の減、全国的な組合立学校の解消、本組合にお

ける事務負担などの事情に鑑み、構成市間の協議を進めることにより、今後

の組合のあり方について検討を進めていく必要がある。 

ただし、検討にあたっては校区住民の意識に十分配慮するとともに、校区

内の児童生徒に影響を生じさせない措置を講ずるよう特に留意願うものであ

る。 



 

 

令和５年度 

 

 

一般会計決算書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

南あわじ市・洲本市小中学校組合 







































       入             総             額 162,116
千円

２ 歳             出             総             額 156,673

３ 歳     入     歳     出      差      引      額 5,444

４ 翌年度へ繰り越

実

すべき財源

（１） 継続

 

費逓次繰越額 0

（２）

 

繰越明許費繰越額 0

（

質

３） 事故繰越し繰越額

 

0

計 0

５ 実     

 

    質     

収

    収     

 

    支     

 

     額 5,44

支

4

６
実質収支額のうち

 

地方自治法第２３３条

 

の２の規定
0

による基

に

金繰入額

※　本表に計

 

上した各欄の金額は、

 

千円未満の端数をそれ

関

ぞれに四捨五入して

　

 

　いるため差引額等が

 

一致しない場合があり

す

ます。
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  る  調  書

区                     分 金              額

１ 歳      





あ



○ 事業及び決算の概要

　

令和５年度教育方針

基本理念 学ぶ楽しさ日本一

基本方針 1 主体的な学びを深める教育の推進

2 安心して学ぶことができる環境の構築

令和５年度の一般会計の決算額は、

歳　入 円

　 歳　出 円

で、歳入歳出差引額は、5,443,503円となっています。

　なお、決算にかかる歳入予算に対する収入割合は96.8％、歳出予算の執行率は

93.5％となっています。

　以下、決算の状況は次のとおりです。

主要施策の成果及び予算執行の実績報告について

　地方自治法第２３３条第５項の規定に基づき、令和５年度一般会計における主要

施策の成果及び予算の執行実績について報告します。

令和６年１１月１９日

162,116,217

156,672,714

南あわじ市・洲本市小中学校組合

管理者　守　本　憲　弘

　南あわじ市・洲本市組合立広田小学校及び広田中学校に関する教育事務につい

て管理及び執行しました。　

　「学ぶ楽しさ日本一」を基本理念として、自己肯定感を高めるため、「ほめる

こと」を大切にし、「読解力」を核にしながら、思考力・判断力・表現力や、コ

ミュニケーション能力、創造力、やり抜く力など様々な資質・能力を向上させる

事業を進めました。

- 1 -



○ 歳入の状況<歳入科目別明細書>

予算現額 調定額 決算額 構成比
不　納
欠損額

収　入
未済額

決算額 構成比

（千円） （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円） （％） (％)

１． 分担金及び負担金 155,421 150,221 150,221 92.6 96.7 0 0 129,812 90.2 15.7

２． 使用料及び手数料 230 445 445 0.3 193.5 0 0 365 0.3 21.9

３． 国庫支出金 1,202 1,416 1,416 0.9 117.8 0 0 983 0.7 44.0

４． 県支出金 1,555 1,247 1,247 0.8 80.2 0 0 1,209 0.8 3.1

５． 寄附金 1 0 0 0.0 0.0 0 0 0 0.0 －

６． 繰越金 1,953 1,953 1,953 1.2 100.0 0 0 6,424 4.5 △69.6

７． 諸収入 336 334 334 0.2 99.4 0 0 301 0.2 11.0

８． 組合債 6,800 6,500 6,500 4.0 95.6 0 0 4,800 3.3 35.4

167,498 162,116 162,116 100.0 96.8 0 0 143,894 100.0 12.7

○　歳出の状況<歳出科目別明細書>

予算現額 決算額 構成比
予算

執行率
翌年度
繰越金

不用額 決算額 構成比

（千円） （千円） （％） (％) （千円） （千円） （千円） （％） (％)

１． 議会費 810 771 0.5 95.2 0 39 763 0.5 1.0

２． 総務費 1,051 826 0.5 78.6 0 225 687 0.5 20.2

３． 教育費 148,091 138,532 88.4 93.5 1,170 8,389 123,034 86.7 12.6

４． 公債費 16,546 16,544 10.6 100.0 0 2 17,458 12.3 △5.2

５． 予備費 1,000 0 0.0 0.0 0 1,000 0 0.0 －

167,498 156,673 100.0 93.5 1,170 9,655 141,942 100.0 10.4

合　計

区　　分

令和５年度 令和４年度
対前年度
増減率予算に対

する収入
割合(％)

区　　分

令和５年度 令和４年度
対前年度
増減率

合　計

-
2 -



○ 歳入の概要
１．分担金及び負担金 （単位：千円）

　分担金　　南あわじ市 138,342千円、洲本市 11,879千円　　　

（２）分担金の算出

（３）前年度繰越金

（４）分担金計算根拠

◉ 令和5年5月1日現在　児童生徒数

広田小学校 293 人 (　 洲本市 23 人・ 南あわじ市 270 人・ )

広田中学校 139 人 ( 　洲本市 32 人・ 南あわじ市 107 人・ )

432 人 (　 洲本市 55 人・ 南あわじ市 377 人・ )

◉ 小学校費
交付税を除く必要額

南あわじ市 × ＋ ≒

洲　本　市 × ＋ ≒

◉ 中学校費
交付税を除く必要額

南あわじ市 × ＋ ≒

洲　本　市 × ＋ ≒

◉ 総務費
交付税を除く必要額

南あわじ市 × ＋ ≒

洲　本　市 × ＋ ≒

◉ 分担金決算額

南あわじ市 － ＝

洲　本　市 － ＝

（１）必要経費
　分担金相当額となる必要経費は、その使用目的により小学校費、中学校費、総務費に区分
しており、各必要経費から、それぞれ充当される特定財源（国庫支出金等）と交付税算入額
を控除しています。

　分担金は、南あわじ市、洲本市それぞれの児童生徒数を基準に按分しています。
　　　　　小学校費　　両市のそれぞれの小学校児童数
　　　　　中学校費　　両市のそれぞれの中学校生徒数
　　　　　総務費　　　両市のそれぞれの児童生徒総数
　交付税（普通交付税）は学校の所在地である南あわじ市で算入されるため、南あわじ市の
分担金に加算されます。

　前年度繰越額は、前年度決算額より繰越明許費繰越財源充当額を除いた上で両市に按分
し、当該年度の必要経費から前年度繰越金を控除した金額が分担金となります。

7.85% 92.15%

款 予算現額 調定額 決算額 対前年度比

分担金及び負担金 155,421 150,221 150,221 115.7%

㋐
14,363,000 7.85% 1,127,000

23.02% 76.98%

計 12.73% 87.27%

児童生徒数按分率 交付税算入額

児童生徒数按分率 交付税算入額

13,105,000 76.98% 9,181,000 19,269,000

14,363,000 92.15% 12,583,000 25,819,000

94,645,000
㋒

62,872,000 12.73% 8,004,000

㋑
13,105,000 23.02% 3,017,000

児童生徒数按分率 交付税算入額

　㋐＋㋑＋㋒ 前年度繰越額

139,733,000 1,391,000 138,342,000

12,148,000 269,000 11,879,000

62,872,000 87.27% 39,777,000

計 150,221,000151,881,000 1,660,000

- 3 -



２．使用料及び手数料 （単位：千円）

　学校体育施設使用料　　小学校 107千円、中学校 338千円

３．国庫支出金 （単位：千円）

　国庫補助金 理科教育設備整備費等補助金

学校保健特別対策事業費補助金

公立学校情報機器活用支援体制整備費補助金

特別支援教育就学奨励費補助金（小学校）

要保護児童援助費補助金（小学校）

特別支援教育就学奨励費補助金（中学校）

４．県支出金 （単位：千円）

　県補助金 小学校体験活動事業補助金

トライやる・ウィーク推進事業補助金

わくわくオーケストラ教室バス利用事業補助金

スクールソーシャルワーカー配置事業補助金

スクール・サポート・スタッフ配置事業補助金

　県委託金 ひょうごがんばり学びタイム事業委託金

５．寄附金 （単位：千円）

　　　
６．繰越金 （単位：千円）

　前年度からの繰越金　　1,953千円 （うち繰越明許費繰越財源充当額 293千円）  　

７．諸収入 （単位：千円）

　雑入　　334千円

８．組合債 （単位：千円）

　義務教育施設整備事業債　　6,500千円

対前年度比

使用料及び手数料 230 445 445 121.9%

款 予算現額 調定額 決算額

691千円

525千円

72千円

款 予算現額 調定額 決算額 対前年度比

款 予算現額 調定額 決算額 対前年度比

国庫支出金 1,202 1,416 1,416 144.0%

83千円

13千円

32千円

150千円

40千円

200千円

198千円

59千円

県支出金 1,555 1,247 1,247 103.1%

600千円

款 予算現額 調定額 決算額 対前年度比

寄附金 1 0 0 －

款 予算現額 調定額 決算額 対前年度比

繰越金 1,953 1,953 1,953 30.4%

款 予算現額 調定額 決算額 対前年度比

諸収入 336 334 334 111.0%

款 予算現額 調定額 決算額 対前年度比

組合債 6,800 6,500 6,500 135.4%

- 4 -



 目的・内容

　定例会を２回、臨時会を１回開催し、予算決算、条例改正及び人事同意案件等を審議した。

１．議員報酬（10人）

２．議長交際費

３．議事録作成料

４．その他事務にかかる経費

消耗品費、郵便料金及び切手等購入費

5 千円

自己評価

令和６年度以降における具体的な方向性について

 財源内訳

　南あわじ市・洲本市小中学校組合の行財政運営が適切かつ公正に行われるよう審議し、円滑な議会運
営を行った。
　本会議前のみ開催していた議員協議会を本会議終了後も開催し、議会運営や組合の課題等について議
員間で協議する場を広げた。

　構成市の南あわじ市議会及び洲本市議会と連携して、円滑な議会運営を行う。
　引き続き、組合立小中学校の適正な運営について、調査、審議を実施していく。

715

 実　績

　政策の最終意思決定を行うとともに、公正で健全な行財政運営や組合立小中学校において適正な学校
運営がなされるよう行政の監視を行うとともに、議会活動を展開する。

千円

40 千円

11 千円

0

目的・内容

国県支出金 0

8763

0

決算書 P9-10

所属部

教育総務課

目 1 議会費

8

財
源
内
訳

771 763

地方債

その他

771一般財源

決算額（千円）

1

事務事業名 議会運営事業

教育委員会

所属課

比較

予算科目 款 1 議会費 項 議会費

決算の状況 令和5年度 令和4年度

- 5 -



 目的・内容

１．非常勤特別職の人件費

(1)非常勤職員報酬 千円

管理者1名、副管理者2名

(2)個人情報保護審査会委員

保有個人情報の開示請求等に対し不開示決定等を受けた際に、その決定に対する不

服を申し立てる審査請求について調査審議を行う。

２．共済費等

(1)地方公務員災害補償基金負担金

対象者　　管理者、副管理者 （1千円未満）

(2)非常勤職員公務災害補償基金負担金

対象者　　議員、監査委員、教育委員、学校医・学校歯科医

３．管理者交際費

４．その他事務にかかる経費

費用弁償（各委員）

例規データベース更新委託料

0 千円

262 千円

215

8 千円

47 千円

令和６年度以降における具体的な方向性について
　構成市の南あわじ市と洲本市と連携して、円滑な組合運営を行っていく。

 財源内訳

自己評価
　南あわじ市・洲本市小中学校組合の円滑な運営のため、各事業との調整、附属機関の運営、例規の整
備を行った。

8 千円

11 千円

473 千円

475 千円

1 千円

　組合の管理部門として、事務事業に係る連絡調整や円滑な運営を図る。
　各附属機関の運営、管理者渉外事務、例規の整備及び管理、その他庶務事務を担う。

 実　績

0

一般財源 756 617 139

財
源
内
訳

国県支出金 0

地方債

決算の状況 令和5年度 令和4年度 比較

目的・内容

決算額（千円） 756 617 139

0

その他

教育総務課

予算科目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 1

事務事業名 一般管理事業

所属部 教育委員会

所属課

一般管理費

決算書 P9-10
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 目的・内容

１．教育委員人件費（4人）

報酬

費用弁償

２．教育長交際費

３．負担金

兵庫県市町村教育委員会連合会負担金

４．その他事務に係る経費

消耗品費、郵便料金

　南あわじ市教育委員会と合同で、定例会を毎月１回（年間12回）、総合教育会議を２回開催した。ま
た、小中学校への学校訪問を実施。授業の視察及び学校経営の説明を受け、各学校における課題等につ
いて協議及び指導助言を行った。
　教育委員の教育行政に関する理解と識見を深めるため、近畿市町村教育委員会研修大会、兵庫県市町
村教育委員会連合会研修会、淡路地区教育委員等研修会に参加した。

698 千円

0 千円

決算書 P9-10

所属部 教育委員会

所属課

教育総務費 目 1 教育委員会費

教育総務課

款 3 教育費 項 1

　地方教育行政の組織及び運営に関する法律により設置された組合教育行政の執行機関として、教育に
係る組合の一般方針等を審議し、意思決定を行う。

目的・内容

その他 0

財
源
内
訳

国県支出金

0

決算の状況 令和5年度 令和4年度 比較

決算額（千円） 757 698 59

自己評価
　毎月の定例会では、組合立小中学校における教育の基本的な方針等を審議するとともに、教育施策に
ついての情報提供を行い、教育委員から様々な意見を聴くことができた。また、学校訪問では、教育現
場の状況を視察し、指導助言を行い、教職員との意思疎通を図ることができた
　総合教育会議では、教育大綱（令和２～６年度）に基づき、教育を行うための条件整備や重点的に講
ずべき施策等について教育委員会と管理者の間で意見を交わし、教育施策の方向性について議論を行っ
た。

令和６年度以降における具体的な方向性について
　多様な子どもたちの特性への対応や少子化の加速は、他市町と同様に本組合でも大きな課題である。
また、コロナ禍を契機に進展した１人１台タブレット端末や電子黒板等の導入により、主体的な学びを
深める教育の推進など、学校教育が大きく変化する中、最適な教育を展開できるよう、新しい情報に絶
えず目を向け、今後も指導助言を行う。
　教育委員会会議については、引き続き、教育委員から積極的な意見をいただき、会議が活性化するよ
う工夫に努める。

 財源内訳

事務事業名 教育委員会運営事業

予算科目

 実　績

698

地方債

0

一般財源 757 698 59

3 千円

千円

27 千円

29 千円
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 目的・内容

１．ＩＣＴ環境整備事業

学校支援システム管理事業負担金

２．ＧＩＧＡスクール構想事業

情報端末運用管理等業務委託料

電子黒板借上料

３．特別支援教育支援員の配置（小学校2人、中学校1人）

特別支援教育支援員 人件費

費用弁償

４．スクールソーシャルワーカーの配置（中学校1人）

スクールソーシャルワーカー 人件費

費用弁償

379 千円

37 千円

千円

14 千円

11,089 千円

2,388 千円

　児童生徒に係る課題解決に向けて福祉的な視点から学校の支援を行うため、スクールソー
シャルワーカーを配置し、支援体制の充実を図った。

639

18,214

千円

高速複合機賃貸借事業負担金

目

 実　績

3 教育振興費

決算の状況 令和5年度 令和4年度 比較

財
源
内
訳

国県支出金 1,790 826

　小中学校における主体的な学びを深める教育の推進と、安心して学べる環境の構築を行う。
　ＩＣＴの特性を活かした学びを推進するため、ＩＣＴ機器の整備及び維持管理を行う。また、支援を
要する児童生徒への支援員の配置や援助費の支給、補助金の交付等による就学援助を行うとともに、ふ
るさと創造学習（旧コアカリキュラム）やスクールチャレンジ事業などの特色ある教育活動を通して、
表現力豊かな子どもの育成と教員の資質向上をめざす。

41,510 18,703

決算書 P11-12

32 21

教育総務課
学校教育課

1 教育総務費款 3 教育費予算科目

事務事業名 教育振興事業

教育委員会所属部

所属課

項

決算額（千円） 60,213

地方債 0

その他 53

17,718

964

一般財源 58,370

目的・内容

40,652

　児童生徒に、１人１台のＬＴＥ用タブレット端末を配付し、授業支援アプリやタブレットド
リルなどを使用して授業に活用するとともに、学校でも校外でも家庭でもつながるＬＴＥ環境
を活かして、論理的思考や情報活用能力、コミュニケーション能力の向上、個別最適な学びや
多様な人々と学び合う協働的な学びの充実を図った。

18,607 千円

　小中学校情報機器は、令和５年度から令和９年度末までの５年間のリース契約を締結してい
る。Ｗｉ－Ｆｉ環境等の整備やシステムのクラウド化が完了し、パソコンや周辺機器、環境の
保守を行うとともに、クラウド化、校務支援システム、多要素認証、ゼロトラスト等の操作研
修を行った。

13,477 千円

10,659

千円

教育用コンピュータ保守管理委託料

　教育上特別の支援を必要とする児童生徒の日常生活上の介助、学習支援を行うため、特別支
援教育支援員を配置し、支援体制の充実を図った。

10,445 千円

214 千円

602 千円
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５．部活動指導員の配置（中学校1人）

部活動指導員 人件費

費用弁償

６．スクール・サポート・スタッフの配置（小学校1人、中学校1人）

スクール・サポート・スタッフ 人件費

費用弁償

７．不登校対策指導員の配置（市内小中学校全体6人）

不登校対策指導員人件費負担金

８．教育指導員の配置（市内小中学校全体2人）

教育指導員人件費負担金

９．学校運営支援対策員の配置（市内小中学校全体2人）

学校運営支援対策員人件費負担金

１０．読書活動推進事業

読書活動推進事業負担金

１１．学ぶ楽しさ支援センター事業

学ぶ楽しさ支援センター事業負担金

１２．学校司書の配置（市内小中学校全体4人）

学校司書人件費負担金

学校司書費用弁償

１３．がんばり学びタイム指導員の配置（小学校1人、中学校1人）

がんばり学びタイム指導員 報償費

費用弁償

529 千円

1,499 千円

　学校教育の充実等を推進する学ぶ楽しさ支援センターの運営を行った。

1,499 千円

14

225 千円

93 千円

　読書・学習・情報センターとしての機能を果たす学校図書館の活用を推進した。

93 千円

1,838 千円

68 千円

　教職員の勤務時間適正化に向けた取組の一環として、教員の担う業務を分担することで、超過勤
務の縮減を図った。

千円

595 千円

756 千円

　学校図書館の一層の利用を促進するとともに、授業支援や学習内容に興味を持たせるための
資料の紹介等を行った。

742 千円

千円

千円

　児童生徒や保護者からの学校生活での相談や支援業務、教育相談室での相談業務（電話・面
談等）を行い、学校教育の充実を図った。

655 千円

92 千円

569

569 千円

　学校運営支援対策連絡会議を開催し、問題行動等を起こす児童生徒への支援や、関係機関へ
の照会、問題を抱える学校、学級運営等のあり方に対する支援を行った。学校訪問や巡回パト
ロールを随時実施し、学校運営の充実と課題解決を図った。

220 千円

0 千円

　小学校では児童の学力を向上させることを目的として、地域人材を放課後学習に活用し、児
童への学習支援や補充学習の指導を行った。
　中学校では、不登校児童生徒に対応するために地域人材を配置し、学習支援や心のケアな
ど、個に応じたきめ細やかな支援を行った。

千円

　部活動指導の質的向上を図るとともに、部活担当教員の負担軽減を行い、指導体制の充実を
図った。

24

1,838 千円

　不登校児童生徒の自立という観点から、落ち着いて過ごせる環境づくりと、学校へのスムー
ズな復帰を図ることを目的に適応教室を設置し、指導及び支援等にあたった。

529

60 千円
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１４．小中学校教職員及び児童生徒等に係る各種検査委託料

小中学校教職員健康診査

小中学校児童生徒尿検査

小中学校１年生心臓検診

小学校就学前幼児健康診断

児童生徒結核二次検診

１５．就学援助事業費

就学援助費

小学校41人、中学校21人

特別支援教育就学奨励費

小学校8人、中学校1人

令和4年度入学準備金

小学校2人、中学校3人

１６．事業等負担金及び補助金

小学校児童指導推進事業補助金

中学校生徒指導推進事業補助金

１７．その他教育振興事業に係る経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

報償費、旅費、需用費、役務費等

340 千円

137

4,786 千円

388 千円

602

297 千円

千円

　将来起きる災害において臨機応変に対応できる力やリーダー性を身につけることを目的
に、小中学生を対象に防災ジュニアリーダー研修や東北ボランティア活動を行う。

205 千円(1)防災ジュニアリーダー養成事業負担金

千円

78 千円

0 千円

5,471

千円

286

841

千円

千円

300

広田小学校

広田中学校

150千円

学び、人、そして将来へのつながりを重視した指導の充実

学びを楽しみ、瞳輝く広田っ子の育成

　基礎額15万円と取組内容に応じた追加配当を補助金として交付。各学校がそれぞれの課
題や特色に応じて、主体的に独自の切り口で課題解決に取り組んだ。また、研究指定を受
けて取り組んできたものをさらに継続発展させるとともに、事業の取組状況や成果につい
ては、校務支援システムやホームページ等において共有化及び情報発信を図った。

千円

(2)スクールチャレンジ事業補助金 千円

150千円

千円3,666

(3)小中学校研究事業補助金 97 千円

40 千円

57
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：

：

ひょうごがんばり学びタイム事業委託金

： 雇用保険個人負担金

スクール・サポート・スタッフ配置事業補助金 198千円

公立学校情報機器活用支援体制整備費補助金 525千円

　スクールチャレンジ事業では、学校評価などを基に取組課題を焦点化し、研究テーマを設定して事業
計画を立てた。また、テーマ設定の意図などを全教職員で共有し、課題解決に向けて取りむことができ
た。
　防災教育では、市内中学校間で、一人一台端末等を活用し取組を共有したりオンライン会議を行うこ
とで、能登への募金活動など各校が連携した取組が実施された。防災教育を軸に各校の児童会や生徒会
の活動が結びつき、互いに刺激し合うきっかけとなった。また、防災ジュニアリーダーに認定された生
徒が、南あわじ市総合防災訓練等の運営で活躍するなど、地域の防災意識の向上に貢献する活動に取り
組めたことは今後の防災教育の推進につながる成果といえる。
　このような事業の展開により、特色ある学校づくりと職員の資質向上が図られ、教育力が高まるとと
もに、児童生徒が「学ぶ楽しさ」を実感することができた。

 財源内訳

令和６年度以降における具体的な方向性について
　校務系パソコンの更新に伴う校務支援システムの更新及びクラウド化が完了したため、今後は、新シ
ステムの運用方法について効率化を図り、事務の負担軽減をめざすとともに業務改善に取り組む。
　令和２年度に導入したＬＴＥ用タブレット端末のリース満了期間が令和７年度となっており、ＧＩＧ
Ａスクール構想第２期の更新時期となる。令和６年度は、令和７年度のタブレット更新がスムーズに進
むよう環境やアプリ等の検証を行い、更新後はさらなる効率化をめざす。
　防災教育においては、教育委員会主導から児童生徒及び各校の担当者中心の取組へ移行していくとと
もに、ジュニアリーダーを認定することだけにとどまらず、彼らの活躍の場、地域参画の仕組みを構築
する必要がある。
　ふるさと創造学習（旧コアカリキュラム）のルーブリック評価基準は、全学年全授業で統一したもの
であるが、テストの点数のように数値で測れる学習評価と異なり、パフォーマンス評価であるため、各
教科の授業改善にも活かせるようさらなる研修が必要である。
　スクールチャレンジ事業では、めざす子どもの姿への到達度を図るルーブリック評価において具体的
な観点の設定が必要である。また、事前に、教員や児童生徒が客観的に現時点での到達度や今後の方向
性を確認できる環境づくりを進めていく。

そ の 他 53千円

特別支援教育就学奨励費補助金（小） 72千円

59千円

スクールソーシャルワーカー配置事業補助金（中） 200千円県 支 出 金

国庫支出金 理科教育設備整備費等補助金 691千円

要保護児童援助費補助金（小） 13千円

特別支援教育就学奨励費補助金（中） 32千円

　教員の働き方改革を推進するため、校務支援システムやファイルサーバー等をクラウド化し、情報の
管理・共有の方法を統一することにより、事務の負担軽減を図り、業務改善に取り組んだ。
　ＧＩＧＡスクール構想の「１人１台端末」として整備したＬＴＥ用タブレット端末を活用した授業を
実践することができ、持ち帰り学習やオンライン学級活動等を引き続き行っている。
　児童生徒のおかれた様々な環境に働きかけて支援を行うスクールソーシャルワーカーの配置を行っ
た。また、就学援助等を実施し、低所得家庭に対する経済的な援助を行うなど、特別な支援を必要とす
る児童生徒に対する支援を継続し、教育の機会を提供することができた。
　実施検証が５年目となるふるさと創造学習（旧コアカリキュラム）開発業務では、小１から中３まで
カリキュラムを実施し、振り返りシートや成果物を集約するとともに、担当者が中心となって実施状況
やパフォーマンス課題の評価表をとりまとめ、市内学校間でも段階別の評価表の作成が進み、各授業の
ねらいがより明確になった。

自己評価
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 目的・内容

１．学級数及び児童数（5月1日現在） （　）内は、特別支援学級数：再掲数

２．学校運営管理費

(1) 報酬（学校医等4人） 千円

(2) 会計年度任用職員人件費（学校用務員1人） 千円

(3) 学校運営管理用品費（消耗品費・印刷製本費等） 千円

(4) 光熱水費 千円

(5) 学校施設等修繕料（運動場放送設備ほか） 千円

(6) 通信運搬費（電信電話料・郵便料金ほか） 千円

(7) 児童健診等業務委託料 千円

(8) 施設設備管理委託料 千円

(9) 土地借上料 千円

(10) その他学校管理運営費 千円

３．校舎等営繕工事費

実施設計委託料（音楽室空調設備整備工事）

設計監理委託料（遊具整備工事）

営繕工事費（遊具整備工事）

４．備品の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 千円

業務用牛乳冷蔵庫、インクジェットプリンタ、

ユニットすのこ、教室用カーテン

決算書 P11-14

所属部 教育委員会

所属課

R2

小学校費 目

決算の状況 令和5年度 令和4年度 比較

教育総務課
学校教育課

款 3 教育費 項 2予算科目

事務事業名 小学校管理事業

1 学校管理費

　学校施設の維持管理に努め、児童の健康管理を図り、健全な学習環境の整備とともに円滑な学校運営
を推進する。

決算額（千円） 22,481 20,248 2,233

財
源
内
訳

国県支出金 315 △ 315

一般財源 17,106 17,999 △ 893

目的・内容

地方債 5,200 1,800 3,400

その他 175

263 千円

134 41

 実　績

646

3,608

394

344

学校数

学級数

千円

1

児童数

14（2）

285

1

12（2）

1

14（2）

299

R1

288

202

R3

1

14（2）

R5

1

14(3)

293

R4

1

15(3)

284278

H30

14,501

666

321

6,565 千円

7,136 千円

308 千円

1,765

4,442

1,171

1,608
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５．各種負担金

(1) 小学校校長会負担金 千円

(2) 小学校教頭会負担金 千円

(3) 小学校教科等研究会負担金 千円

(4) 小学校設置校関係負担金 千円

(5) 高齢者等元気活躍推進事業負担金 千円

：

：

3千円

自己評価
　児童が安心かつ快適に学校生活を送れる環境を整えるため、屋外遊具の整備、運動場放送設備の修繕
等を行うとともに、日々の学校生活に支障をきたさないよう、適宜施設の修繕を行い、学校施設の適切
な維持管理を行った。

178 千円

4

地 方 債

電話使用料

義務教育施設整備事業債 5,200千円

74

46千円

19千円

51

20

29

小学校施設使用料

太陽光発電売電代

雇用保険個人負担金

令和６年度以降における具体的な方向性について
　令和６年度は、令和５年度で実施設計を行った音楽室の空調設置工事を行う。引き続き、生徒が安心
で安全な教育環境のもと、学校生活が送れるよう現場との連携を密にして、教育環境の整備に努めてい
く。

 財源内訳

そ の 他 107千円
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 目的・内容

１．教育振興費 千円

　 (1) 消耗品費（卒業証書ファイル、卒業記念品） 千円

(2) 学校教育振興費 千円

総合的学習に係る講師謝礼及び費用弁償、事務・教材用消耗品購入、備品修繕、

ピアノ調律、図書購入、吹奏楽備品購入等

(3) バス借上料 千円

クラブ活動対外試合選手派遣、３・４年生校外学習

(4) 児童傷害保険料掛金負担金（日本スポーツ振興センター）

(5) 児童の体育・文化関係活動負担金

・小学校体育関係負担金

・小学校文化関係負担金

・淡路吹奏楽連盟加盟費

・兵庫県吹奏楽連盟加盟費

・兵庫県吹奏楽コンクール参加負担金

・関西吹奏楽コンクール参加負担金

(6) 島外選手派遣補助金

(7) 小学校体験活動補助金

(8) その他教育振興関係事業

・防災頭巾　47個

・防犯ブザー　47個

・到達度テスト実施事業

・システム使用料

　（指導者用デジタル教科書年間ライセンス）

400 千円

67

2,359

千円

1,080 千円

349 千円

154 千円

5 千円

7 千円

5 千円

8,228 472

その他

目的・内容
　小学校教育の振興と発展を目的に、教材及び教育用備品の整備、体験活動事業の補助、外国人講師に
よる発音指導や文字指導による英語力の向上を図る。

 実　績

5,443

116 106 10

一般財源 7,984 7,709 275

財
源
内
訳

国県支出金 600 413 187

教育委員会

所属課

教育振興費

決算の状況 令和5年度 令和4年度 比較

地方債 0

3 教育費 項 2 小学校費 目 2

事務事業名 小学校教育振興事業

所属部

決算額（千円） 8,700

決算書 P13-16

72 千円

279

千円

42 千円

18 千円

25 千円

310

545 千円

532 千円

271

教育総務課
学校教育課

予算科目 款
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２．外国語活動及び外国語科の充実 千円

(1) 講師配置 外国人英語指導助手（ＡＬＴ） 1人

外国語活動支援員（ＳＴ） 1人

(2) 外国人講師招致事業負担金

外国語活動支援員人件費負担金

：

：そ の 他 日本スポーツ振興センター（小）保護者負担金 116千円

　外国人英語指導助手（ＡＬＴ）及び外国語活動支援員（ＳＴ）を配置し、義務教育段階でネイ
ティブスピーカーの英語に触れ、外国人と積極的にコミュニケーションを図ろうとする意欲、聞く
力及び話す力を養った。

　引き続き、自然学校及び環境体験活動が実施できる体制や環境を整え、子どもたちの学習機会の確保
に努めていく。また、昨年度のやり方を繰り返すのではなく、各事業のねらいを明確にしたプログラム
の検討が必要である。さらに、体験活動後に児童自身がその後の生活や学習にどう生かしていけるのか
リフレクションの時間を十分とることが必要である。
　外国人講師招致事業においては、引き続き地元のＡＬＴの活動を支援していくとともに、新規ＪＥＴ
－ＡＬＴの来日を支援し、学校での外国語活動が継続して行われる体制を継続維持していく。小学校で
外国語活動及び外国語科が完全に実施されたことに伴い、指導体制の見直しや小中学校連携の充実を図
る。また、ＡＬＴとＳＴが作成した淡路島の名所や特産物を英語で紹介する外国語活動の副読本（テキ
スト）と動画を授業等で活用し、英語力の向上を図るとともに、小学校高学年や中学生においては、視
聴だけではなく、外国語でふるさとを発信することにつながるような活用方法を検討する。

 財源内訳

県 支 出 金 小学校体験事業補助金 600千円

自己評価
＜教育振興事業＞
　小学校新１年生を犯罪や災害から守るため、防犯ブザー、防災頭巾を支給し、防犯訓練や避難訓練等
で実際に使用する体験を通して、防災及び危機管理意識を養うことができた。
　自然学校は、４泊５日の日程で実施し、多様なプログラムにより自然を体感するとともに、集団生活
の中で実施する宿泊体験や災害を想定した防災体験などを通して、協調性や社会性、コミュニケーショ
ン能力を養い、防災意識を高め、命のつながりを考えるきっかけとなった。
　ＧＩＧＡスクール構想事業においては、全学年全クラスでタブレットの計画的な持ち帰りを実施し
た。また、防災教育におけるタブレット活用や、指導者用デジタル教科書及び学習用デジタル教科書
（外国語）の活用を推進することができた。
＜外国語活動及び外国語科の充実＞
　小学校において、担任、ＡＬＴ、ＳＴの３人体制による外国語活動の授業が定着してきた。外国語に
苦手意識がある児童に対しては、ＳＴが関わることできめ細やかな支援が可能となり、英語でのやりと
りの機会が増えてきている。ＡＬＴとＳＴの導入部分の発音指導や文字指導は特に効果を上げている。
また、小学校、中学校のＡＬＴとＳＴが一緒に授業研究会に参加し、研究協議を行うことにより、小中
学校の接続に効果を上げている。

令和６年度以降における具体的な方向性について

3,257

2,592 千円

665 千円
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 目的・内容

１．学級数及び生徒数（5月1日現在） （　）内は、特別支援学級数：再掲数

２．学校運営管理費

(1) 報酬（学校医等4人）

(2) 会計年度任用職員人件費（学校用務員1人）

(3) 学校運営管理用品費（消耗品費・印刷製本費等）

(4) 光熱水費

(5) 学校施設等修繕料（電話機、排煙オペレーター）

(6) 通信運搬費（電信電話料・郵便料金ほか）

(7) 生徒健診等業務委託料

(8) 施設設備管理委託料 千円

(9) その他学校管理運営費 千円

３．校舎等営繕工事費

営繕工事費（排煙窓改修工事）

４．備品の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 千円

ステンレスベンチ、アコーディオン衝立、理科室暗幕カーテン

R5

1

139

1,793

千円

1,620

175 千円

13,822

地方債 1,300

R3

1

9（3）

150

8（2）

児童数 171 150 153

学校数 1 1

学級数

H30

令和5年度

18,308 △ 3,725

千円

4,370

R4

1

8（2）

143

R1 R2

3,585 千円

千円646

△ 174

千円

1,089

313

決算書

 実　績

一般財源 14,583

その他

　学校施設の維持管理に努め、生徒の健康管理を図り、健全な学習環境の整備とともに円滑な学校運営
を推進する。

事務事業名

学校管理費予算科目

△ 5,540

財
源
内
訳

国県支出金 83

目的・内容

決算額（千円） 16,327

中学校費 目

P15-18

決算の状況

所属部 教育委員会

所属課
教育総務課
学校教育課

302 59

8（2） 9（3） 8（2）

款

令和4年度 比較

3 教育費 項 3

361

中学校管理事業

1

21,867

3,000 △ 1,700

1

257

千円

394

352 千円

1,591

1,793 千円

千円
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５．各種負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 千円

中学校校長会負担金 千円

中学校教頭会負担金 千円

中学校教科等研究会負担金 千円

中学校設置校関係負担金 千円

生徒関係負担金 千円

兵庫県中学校総合文化祭淡路地区大会負担金 千円

田主割負担金 千円

６．新型コロナウイルス関連事業費

感染防止用消耗品 千円

感染防止用備品 千円

：

：

：

10

232

54

15

3

111

中学校施設使用料

10

学校保健特別対策事業費補助金 83千円

338千円

千円

63

29

　引き続き、生徒が安心で安全な教育環境のもと、学校生活が送れるよう現場との連携を密にして、教
育環境の整備に努めていく。

 財源内訳

国庫支出金

103

4千円

19千円

　生徒が安心かつ快適に学校生活を送れる環境を整えるため、排煙窓の改修工事を行うとともに、日々
の学校生活に支障をきたさないよう、適宜施設の修繕を行い、学校施設の適切な維持管理を行った。

令和６年度以降における具体的な方向性について

電話使用料

雇用保険個人負担金

地 方 債 義務教育施設整備事業債 1,300千円

そ の 他

自己評価

167
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 目的・内容

１．教育振興費 千円

　 (1) 消耗品費 千円

卒業証書用ファイル、卒業・就職記念品

(2) 学校教育振興費 千円

総合的学習に係る講師謝礼及び費用弁償、事務・教材用消耗品購入、備品修繕、

ピアノ調律、図書購入、吹奏楽備品購入等

(3) バス借上料 千円

部活動公式試合等への選手派遣、わくわくオーケストラ教室

(4) 生徒傷害保険料掛金負担金（日本スポーツ振興センター）

(5) トライやる・ウィーク推進事業補助金

(6) 島外選手派遣補助金

(7) その他教育振興関係事業

２．外国語科の充実 千円

(1) 講師配置 外国人英語指導助手（ＡＬＴ） 1人

(2) 外国人講師招致事業負担金 千円

「心の教育」を推進し「生きる力」の育成を図るための体験活動を協力事務所において実
施する。

4,194

101

2,263

2,238

300 千円

　外国人英語指導助手（ＡＬＴ）を配置し、義務教育段階でネイティブスピーカーの英語に触れ、
外国人と積極的にコミュニケーションを図ろうとする意欲と聞く力や話す力を養う。

2,238

その他

　中学校教育の振興と発展を目的に、トライやる・ウィーク、部活動島外試合への選手派遣、文化活動
への助成、外国人講師による発音指導や文字指導による英語力の向上を図る。

 実　績

74 94 △ 20

一般財源 6,168 6,496 △ 328

財
源
内
訳

国県支出金 190 381 △ 191

地方債

6,971 △ 539

0

P17-18

教育総務課
学校教育課

予算科目 款 3 教育費 項 3 中学校費 目 2

事務事業名 中学校教育振興事業

所属部 教育委員会

所属課

決算書

教育振興費

決算の状況 令和5年度 令和4年度 比較

目的・内容

決算額（千円） 6,432

79 千円

128 千円

1,070

253 千円
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：

：

わくわくオーケストラ保護者負担金 20千円

自己評価
　＜教育振興事業＞
　トライやる・ウィーク推進事業においては、５日間の体験活動を通して中学校における進路指導、
キャリア教育と関連づけて、事前事後指導の充実を図り、生徒一人一人が自分たちの生き方を見つめ、
考えるきっかけとなった。また、職場体験活動を通して、生徒が地域への貢献とつながりを実感するこ
とができた。さらに、学校関係者や各事業所の代表者で構成するトライやる・ウィーク推進会議を開催
２回し、現状を共有した。
＜外国語科の充実＞
　小中学校のＡＬＴとＳＴとが授業研究等に参加し、授業モデル案づくりや教材づくりに取り組むこと
により、小学校から中学校への授業の接続に見通しを持つことができた。また、ＳＴは英語の指導経験
の浅い教員の支えとなり、外国語指導の強化につながった。中学校においても、ＡＬＴのネイティブス
ピーカーの英語に触れることにより、外国語でのコミュニケーションに意欲的に取り組むことができ
た。

そ の 他 日本スポーツ振興センター（中）保護者負担金 54千円

令和６年度以降における具体的な方向性について
　トライやる・ウィークの経験を活かして、事後に地域行事や地域の活動に参加するなどの活動として
「トライやる・アクション」を実施した。この事業で培われた地域の教育力を活用し、今後も事業所に
協力依頼しながら生徒たちにとって充実した活動になるよう継続していく。
　外国人講師招致事業においては、引き続き地元ＡＬＴの活動を支援していくとともに、新規ＪＥＴ－
ＡＬＴの来日を支援し、学校での外国語活動が継続して行われる体制を維持していく。小学校で外国語
活動及び外国語科が完全実施されたことに伴い、指導体制の見直しや、小学校で外国語活動及び外国語
科が完全実施されたことに伴い、指導体制の見直しや小中連携の充実を図る。また、ＡＬＴとＳＴが作
成した淡路島の名所や特産物を英語で紹介する外国語活動の副読本（テキスト）と動画を授業等で活用
し、英語力の向上を図るとともに、小学校高学年や中学生においては、視聴だけではなく、外国語でふ
るさとを発信することにつながるような活用方法を検討する。

 財源内訳

県 支 出 金 トライやる・ウィーク推進事業補助金 150千円

わくわくオーケストラ教室バス利用補助事業補助金 40千円
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1

2

 目的・内容

１．長期借入金償還元金 千円

２．長期借入金償還利子 千円

○借入先別償還額

○事業別償還額

59,864

1,800

教育施設等
整備事業

127,568 0 14,300 444 14,744

一般
単独事業

25,213 6,500 1,647

597 16,544 143,334

区分
前年度末

残高
当年度

借入金額

当年度償還額

元金

343 6,255

区分
前年度末

残高
当年度

借入金額

当年度償還額

153

利子 計

15,947

254 10,289

当年度末
残高元金 利子 計

　引き続き、計画的な地方債の新規発行に努めつつ、当該年度分を召喚していく。

113,268

30,066

当年度末
残高

計 152,781 6,500

83,470

銀行等 63,399 6,500 10,035

近畿財務局 89,382 0 5,912

 財源内訳

143,334

自己評価
　世代間の負担公平性の観点から、発行した地方債について適切に当該年度分を償還することができた

令和６年度以降における具体的な方向性について

計 152,781 6,500 15,947 597 16,544

 実　績

15,947

597

一般財源 16,544 17,458 △ 914

目的・内容
　学校施設整備事業のために借り入れた、過年度事業に対する借入金の計画的な償還を行う。

地方債 0

その他 0

決算額（千円） 16,544 17,458 △ 914

財
源
内
訳

国県支出金 0

利子

決算の状況 令和5年度 令和4年度 比較

教育総務課

予算科目 款 4 公債費 項 1 公債費 目

元金

決算書 P17-18

事務事業名 公債費償還事業

所属部 教育委員会

所属課

- 20 -



a


